
自治体による災害時における代替水源としての地下水等活用の取組を促進させること

を目的として、「災害時地下水利用ガイドライン」を策定しました。 

本ガイドラインでは、地下水マネジメントの必要性、既設井戸等の把握方法、災害用

井戸・湧水制度の検討方法、平常時及び災害時の対応方法、さらに、井戸整備に活用で

きる補助制度等を紹介しています。 
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災害時における地下水等活用の促進に向けて 
～「災害時地下水利用ガイドライン」を公表～ 

１．概 要 
地下水は、生活用水、工業用水、農業用水のほか、消雪やエネルギー源など多様な用

途に利用されているなど地域の貴重な資源です。また、令和６年能登半島地震の被災地
において代替水源として井戸水や湧水が活用されるなど、災害時における活用について
も関心が高まっています。 
内閣官房水循環政策本部事務局及び国土交通省では、自治体による災害時における代替

水源としての地下水等活用の取組を促進させることを目的として、取組の手順等について
分かりやすく紹介した「災害時地下水利用ガイドライン」を策定しました。 

今後、全国の自治体へ周知するとともに、自治体担当者を対象とした説明会を開催する
など、自治体による災害用井戸・湧水の活用に向けた取組を促進していきます。 

２．ガイドライン説明会 
ガイドライン説明会を以下のとおり開催いたします。 
詳細は、別添２「災害時地下水利用ガイドライン説明会」を御参照ください。 
日  時：令和７年３月 19 日（水）14:00～15:30 
形  式：ＷＥＢ（zoom）にて実施 
対  象：自治体の担当者、民間企業、大学、研究機関、報道機関等 

  申込方法：ウェブフォーム：https://forms.office.com/r/rbAfqXMPzy 
  ※事前登録により、報道関係者による現地（TKP 新橋カンファレンスセンター）での取材が可能

です。 報道関係者事前登録：hqt-chikasui@ki.mlit.go.jp 

（取得した個人情報は適切に管理し、必要な用途以外に利用しません。） 

申込締切：令和７年３月 19 日（水）12:00   
 

添付資料   （別添１）災害時地下水利用ガイドラインの概要 
（別添２）災害時地下水利用ガイドライン説明会 
 

  なお、ガイドラインの全体版は、下記の URL で公表しています。 
       https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gmpp/guide/laws/law02.html 
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